
見附市告示第８０号 

 見附市水田農業支援事業補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和７年４月１日 

                    見附市長  稲 田  亮 

見附市水田農業支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、今後の地域農業を担うべき力強い農業経営体を育成し、効率

的かつ安定的な農業経営を実現するため、予算の範囲内において見附市水田農業

支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、見附市補助

金等交付規則（昭和３４年見附市規則第５号）に定めるもののほか必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

（１） 農業者 次のいずれにも該当する者をいう。 

ア 市内に住所を有する者 

イ 市内に農地（農地法（昭和２７年法律第２２９号。以下「法」という。）

第２条第１項に規定する農地をいう。以下同じ。）を所有し、又は借り

受けている者 

ウ 現に農業を営み、又は当該年度内に営農を開始しようする者 

（２） 農業法人 農地法第２条第３項に規定する農地所有適格法人であって、

市内に事業所を有し、市内で主に営農活動を行う者をいう。 

（３） 農業者等が組織する団体 次のいずれにも該当する団体をいう。 

ア ２戸以上の農業者で構成されている団体 

イ 組織の過半数が農業者で構成されている団体 

ウ 組織及び運営に関する規約が定められている団体 

（４） 若手農業者 農業者のうち、事業を実施する年度の末日において、原則

として５０歳未満である者をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次

に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。 

（１） 若手農業者経営開始支援事業 就農開始時の体制を整えるために導入す 



   る機械・施設等、就農開始直後に必要となる経費の一部を補助する。 

（２） 水稲用農業機械導入事業 面積拡大、収量向上及び生産の省力・低コ   

スト化を図るために、必要な機械又は施設の導入に要する事業費の一部を

補助する。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、市税

を滞納していない者で別表第１に掲げる者とする。ただし、市長が特に必要と

認めた場合は、この限りでない。 

２ 補助対象者は、同一年度内に１回限り、この補助金の交付を受けることがで

きる。 

 (補助の要件) 

第５条 補助対象事業は、別表第２に掲げる要件を満たすものとする。 

（補助対象経費等) 

第６条 補助対象経費、補助金の額及び補助金の上限額は、別表第３に定めるとお

りとする。ただし、市長が特に必要と認めた場合は、この限りでない。 

（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、見附市

水田農業支援事業補助金交付申請書（様式第１号（以下「交付申請書」という。））

に添付書類を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、消費税法上の課税事業者である場合は、前項に規定する補助金の交

付の申請をするに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税

法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除

できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定

による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助対象経費に占める補

助金の割合を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）

に相当する額を減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該

消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。 

（事業の着手） 

第８条 補助対象事業の着手は、原則として補助金の交付の決定後に行うものと

する。ただし、やむを得ない事情により補助金の交付の決定前に補助対象事業

に着手する必要がある場合は、市長に対し、見附市水田農業支援事業補助金交



付決定前着手届（様式第２号）及び前条第１項の規定による交付申請書を提出

した後に着手しなければならない。 

２ 前項ただし書により、申請者が補助金の交付の決定前に補助対象事業に着手

した場合において、当該着手に係る損失等が発生した場合は、市長はその責任

は負わないものとする。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、第７条第１項の規定による交付申請書の提出があったときは、そ

の内容を審査し、見附市水田農業支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様

式第３号）により、補助金の交付の適否を決定し申請者に通知するものとする。 

（交付申請の変更） 

第１０条 前条の規定による交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

で補助事業の内容を変更し、又は中止しようとするものは、見附市水田農業支援

事業変更（中止）承認申請書（様式第４号）を市長に提出し、市長の承認を受け

なければならない。ただし、軽微な変更については、この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請書を受理し、その内容を承認したときは、見附市水田農業

支援事業変更（中止）承認（不承認）決定通知書（様式第５号）により申請者に

通知するものとする。 

（軽微な変更） 

第１１条 前条第１項ただし書の軽微な変更とは、補助事業に要する経費の配分の

変更で、市補助金の額に変更がない場合又は市補助金の額が２０パーセント以内

の減額となる場合とする。 

（実績報告） 

第１２条 補助事業者は、補助対象事業が完了した日から起算して２週間以内又

は補助金の交付のあった日が属する年度の末日のいずれか早い期日までに見附

市水田農業支援事業実績報告書（様式第６号）に添付書類を添えて市長に報告

しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項に規定する実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費

税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して

報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１３条 市長は、前条の報告を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、補助金の額を確定し、見附市水田農業支援事業補助金交付額確定通知書



（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。 

（事業達成状況報告） 

第１４条 補助事業者は、補助対象事業が完了した年度から３年間、事業成果に係

る毎年度の取組目標に対する達成状況等について、翌年度５月末日までに見附市

水田農業支援事業達成状況報告書（様式第８号）を市長に提出しなければならな

い。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当するときは、既に交付した補

助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（３） その他市長が補助金の返還事由があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により、返還を命ずるときは、見附市水田農業支援事業補

助金返還命令書（様式第９号）により通知するものとする。 

３ 前項の規定により、補助金の返還命令を受けた者は、指定された期日までに補

助金を返還しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第１６条 補助事業者は、本補助事業により取得した施設、設備又は機械を、市長

の承認を受けないで、補助金の交付の目的に反して譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。 

２ 補助事業者は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令

第１０号）に定められた耐用年数に相当する期間内において、処分を制限された

財産等を処分しようとするときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならな

い。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（見附市水稲用農業機械導入事業補助金交付要綱の廃止） 

２ 見附市水稲用農業機械導入事業補助金交付要綱（令和５年見附市告示第１０

１号）は、廃止する。 



別表第１（第４条関係） 

区 分 補助対象者 

若手農業者経営開始支援事業 若手農業者で新たに就農開始するもの 

水稲用農業機械導入事業 農業者、農業法人、農業者等が組織する団体 

別表第２（第５条関係） 

区 分 補助の要件 

若手農業者

経営開始支

援事業 

１ 就農開始から 3年を目途に経営耕地面積 30ａ以上または年間

50 万円以上の販売を目指す農業者 

水稲用農業

機械導入事

業 

１ 個人経営体については、55 歳未満の農業者、または 55 歳以上

で後継者（55 歳未満）がいる農業者であること。 

２ 法人・団体においては、55 歳未満の代表者もしくは役員また

は通年雇用従事者を有すること。 

共通 １ 農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 19 条に

規定する地域計画のうち目標地図に位置付けられた者（見込み

を含む。） 

２ 国又は県等の他の補助対象事業に採択されていないこと。 

３ 法及び農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44年法律第 58

号）等の関係法令に違反している団体及び法人並びに個人でな

いこと。 

４ 見附市暴力団排除条例(平成 25 年見附市条例第 2 号)に規定

する暴力団又は暴力団員でないこと。 

５ 交付年度を含めた 3 年度分の補助事業の成果について、毎年

度の取組目標に対する達成状況等を翌年度 5 月末日までに報告

すること。 
 
別表第３（第６条関係） 

区 分 補助対象経費 
補助金の額及び上限額 

(1,000 円未満は切捨て) 

若手農業

者経営開

始支援事

業 

１ 農業用機械・施設の導入に要する経

費（中古機械及び中古施設について

は、安全性及び使用管理を行う上で不

都合がなく、耐用年数が 3年以上残っ

ているものは補助対象とする。） 

２ 農地購入又は借地に要する経費 

３ 農業研修費（講師料含む。） 

補助対象経費の 10 分の 8 

上限額 300 千円 

水稲用農

業機械導

入事業 

面積拡大、収量向上、生産の省力・低

コスト化を図るために必要な機械又は

施設の導入に要する経費（中古機械及び

中古施設は補助対象外とする。） 

補助対象経費の 10 分の 3 

上限額 500 千円 

 



様式第１号（第７条関係） 

 

見附市水田農業支援事業補助金交付申請書 

 

年   月   日 

 

（宛先） 見附市長 

 

申請者  住 所 

 

（団体名） 

 

氏 名 

 

電 話 

 

見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第７条の規定により、見附市水田農業支

援事業補助金の交付を申請します。 

 

 

記 

 

 

 １．交付申請額           円 

 

２．添付書類 

【共通】 

（1）事業計画書（様式第１－１号） 

(2) 見積書の写し（３社以上から徴取） 

（3）仕様書またはパンフレット等、事業の内容が分かる資料 

(4) 申請年度の農家基本台帳（農業委員会で交付） 

(5) 売上高を確認できる資料（申請年度の前年度の決算書の写し、または、 

確定申告の写し及び損益計算書等） 

(6) その他市長が必要と認めるもの 

【農業法人、農業者等が組織する団体】 

（7）構成員名簿（様式第１－２号） 

（8）団体規約・定款の写し 

 

 



様式第１－１号（第７条関係） 

 

見附市水田農業支援事業計画書 
 
１．事業区分 

区 分 補助対象者 

□ 若手農業者経営開始支援事業 若手農業者で新たに就農開始するもの 

□ 

 

水稲用農業機械導入事業 

 

農業者、農業法人、農業者等が組織する

団体 

 ※ 該当する□にチェックを入れること。 
 

２．事業の目的と効果 

 

 

 

 

 

※ 本事業の実施における背景や目的、事業実施により見込まれる効果等を記入すること。 
 

３．事業の内容 

事業内容 

（機械名、型番、規格、数量等） 

事業費 

（円） 

 

 

 

 

 

 ※ 事業費は、要綱第7条第2項に定める当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、

その金額が明らかな場合は、これを減額した額(税抜価格)で記入すること。 
 

４．収支予算                         （単位：円） 

収
入
の
部 

区 分 予算額 内 訳 

市補助金   

自己資金等   

合 計   

支
出
の
部 

区 分 予算額 内 訳 

   

   

合 計   



５．事業実施期間 

着手予定年月日 年   月   日 

完了予定年月日 年   月   日 

 

６．数値目標（必須＋任意項目2つ以上） 

項 目 
目標値 

現状値 1年目 2年目 3年目 

必
須 

水稲作付面積の拡大（a）     

収益※の向上（円）     

 

任
意 

収量の増加（kg/10a）     

農作業時間の縮減（時間/10a）     

その他経営 

改善目標 

     

     

※ 作付面積の現状地は、前年度の水稲作付実績 

※ 収益＝収入総額－費用総額＋人件費 

 

７．宣言及び同意 

□ 

見附市水田農業支援事業補助金の交付申請に当たり、次のとおり宣言します。また、見
附市が補助金の交付の可否を判断するために、申請者の住民基本台帳の記録の状況、市税
の納付状況を閲覧することに同意します。 
 
（１）本事業の補助対象者に該当していること。 
【若手農業者経営開始支援事業】 

若手農業者（50 歳未満）で新たに就農開始するもの 
【水稲用機械導入事業】 

農業者、農業法人、農業者等が組織する団体 
 
（２）補助の要件を全て満たしていること。 
【若手農業者経営開始支援事業】 

就農開始から 3 年を目途に経営耕地面積 30ａ以上または年間 50 万円以上の販売
を目指す農業者 

【水稲用農業機械導入事業】 
①個人経営体については、若手農業者、または 55 歳以上で後継者 （若手農業者）

がいる農業者であること。 
②法人・団体においては、55 歳未満の代表者もしくは役員または通 年雇用従事者

を有すること。 
【共通】 

①農業経営基盤強化促進法（昭和 55 年法律第 65 号）第 19 条に規定 する地域計画
のうち目標地図に位置付けられた者（見込みを含む。） 

②国又は県等の他の補助対象事業に採択されていないこと。 
③法及び農業振興地域の整備に関する法律（昭和 44 年法律第 58 号）等の関係法令

に違反している団体及び法人並びに個人でないこと。 
④見附市暴力団排除条例(平成 25 年見附市条例第 2 号)に規定する暴力団又は暴力
団員でないこと。 

⑤交付年度を含めた 3 年度分の補助事業の成果について、毎年度の取組目標に対す
る達成状況等を翌年度 5 月末日までに報告すること。 

※ 上記内容を確認・同意の上、□にチェックを入れること。 



様式第１－２号（第７条関係） 

 

構 成 員 名 簿 

 

団体名              

 

№ 氏 名 住 所 役職等 

１    

２    

３    

４    

５    

６    

７    

８    

９    

１０    

１１    

１２    

１３    

１４    

１５    



様式第２号（第８条関係） 

 

見附市水田農業支援事業補助金交付決定前着手届 

 

年   月   日 

 

（宛先） 見附市長 

 

申請者  住 所 

 

（団体名） 

 

氏 名 

 

電 話 

 

見附市水田農業支援事業について、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第９

条第１項の規定により、別記条件を了承のうえ、事前着手しますので、届け出ま

す。 

 

記 

 

補助事業実施年度       年度 

着手予定年月日 年   月   日 

完了予定年月日 年   月   日 

交付決定前着手を 

必要とする理由 

 

別記条件 （1）本件について交付決定がなされなかった場合又は

交付決定を受けた交付金額が交付申請額に達しない

場合においても異議はありません。 

（2）交付決定を受けるまでの期間に、天災地変の事由等

によって、実施した事業に損失を生じた場合におい

ても、これらの損失は交付申請者が負担します。 

（3）事業の着手から交付決定を受けるまでの期間は、事

業計画の変更は行いません。 



様式第３号（第９条関係） 

 

第       号 

年   月   日 

 

         様 

 

見附市長            

 

 

見附市水田農業支援事業補助金交付（不交付）決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった見附市水田農業支援事業補助

金については、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第９条の規定により、下

記のとおり決定しましたので通知します。 

 

記 

 

 

決 

定 

内 

容 

交 

付 

交付決定額                             円 

交 付 条 件 

（1）補助金の交付対象となる事業内容は、  年  

月  日付けの補助金交付申請書のとおりとする。 

（2）当該事業の内容を変更し、又は中止する場合は、

変更（中止）承認申請書を提出すること。 

（3）当該事業を完了したときは、速やかに実績報告書

を提出すること。 

(4) 交付年度を含めた3年度分の補助事業の成果につ

いて、毎年度の取組目標に対する達成状況等を翌年

度5月末日までに報告すること。 

（5）前各号に定めるもののほか、見附市水田農業支援

事業補助金交付要綱の規定を遵守すること。 

不 

交 

付 

理 由  



様式第４号（第１０条関係） 

 

見附市水田農業支援事業変更（中止）承認申請書 

 

年   月   日 

 

（宛先） 見附市長 

 

申請者  住 所 

 

（団体名） 

 

氏 名            

 

電 話 

 

年  月  日付け（ 第   号）で補助金交付決定を受けた見附市

水田農業支援事業について変更（中止）したいので、見附市水田農業支援事業補助

金交付要綱第１０条第１項の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

  

添付書類 

（1）交付申請時の添付書類のうち、変更に係るもの（中止の場合は不用） 

（2）その他市長が必要と認めるもの 

 

変更（中止）の内容  

変更（中止）の理由  



様式第５号（第１０条関係） 
 

第       号 

年   月   日 
 
         様 
 

見附市長            
 
 

見附市水田農業支援事業変更（中止）承認（不承認）決定通知書 

 

年  月  日付けで変更（中止）承認申請のあった見附市水田農業支

援事業補助金については、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第１０条第２項

の規定により、下記のとおり決定しましたので通知します。 
 

記 

 

決 

定 

内 

容 

変
更
の
承
認 

交付決定額                             円 

交 付 条 件 

（1）補助金の交付対象となる事業内容は、  年  

月  日付けの変更承認申請書のとおりと  

する。 

（2）当該事業の内容を変更し、又は中止する場合

は、変更（中止）承認申請書を提出すること。 

（3）当該事業を完了したときは、速やかに実績報

告書を提出すること。 

(4) 交付年度を含めた3年度分の補助事業の成果につ

いて、毎年度の取組目標に対する達成状況等を翌

年度5月末日までに報告すること。 

（5）前各号に定めるもののほか、見附市水田農業

支援事業補助金交付要綱の規定を遵守するこ

と。 

変
更
の
不
承
認 

理 由  

中 止 の 承 認  



様式第６号（第１２条関係） 

 

見附市水田農業支援事業実績報告書 

 

年   月   日 

 

（宛先） 見附市長 

 

申請者  住 所 
 
（団体名） 
 
氏 名            

 
電 話 

 

年  月  日付け（ 第   号）で補助金交付決定を受けた見附市

水田農業支援事業が完了したので、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第１２

条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １．交付決定額           円 

 

２．添付書類 

（1）事業実績書（様式第６－１号） 

（2）事業に要した費用の領収書及び内訳書又はこれらに代わるものの写し 

（3）竣工写真（正面、側面、附属品、型番・事業名が明示されている部分の写真） 

（4）その他市長が必要と認めるもの 

 

３．補助金振込先 

請求金額                      円 

金融機関名 

 

       銀行  信用金庫       支店 

       農協  信用組合       支所 

預金種目  １ 普通      ２ 当座 

フリガナ  

口座番号        
口座名義人  

 



様式第６－１号（第１２条関係） 

 

見附市水田農業支援事業実績書 
 
１．事業区分 

区 分 補助対象者 

□ 若手農業者経営開始支援事業 若手農業者で新たに就農開始するもの 

□ 

 

水稲用農業機械導入事業 

 

農業者、農業法人、農業者等が組織する

団体 

 ※ 該当する□にチェックを入れること。 
 
 

２．事業の内容 

事業内容 

（機械名、型番、規格、数量等） 

事業費 

（円） 

 

 

 

 

 

 ※ 事業費は、要綱第7条第2項に定める当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額があり、かつ、

その金額が明らかな場合は、これを減額した額(税抜価格)で記入すること。 
 

３．収支決算                         （単位：円） 

収
入
の
部 

区 分 予算額 内 訳 

市補助金   

自己資金等   

合 計   

支
出
の
部 

区 分 予算額 内 訳 

   

   

合 計   

 

４．事業実施期間 

着手年月日 年   月   日 

完了年月日 年   月   日 

 

 



様式第７号（第１３条関係） 

 

第       号 

年   月   日 

 

         様 

 

見附市長            

 

 

見附市水田農業支援事業補助金交付額確定通知書 

 

年  月  日付けで実績報告のあった見附市水田農業支援事業補助

金について、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第１３条の規定により、下記

のとおり補助金の額を確定しましたので通知します。 

 

記 

 

 

  

交 付 決 定 額                       円 

補 助 金 確 定 額             円 

備 考  



様式第８号（第１４条関係） 

 

見附市水田農業支援事業達成状況報告書 

 

年   月   日 

 

（宛先） 見附市長 

 

申請者  住 所 
 
（団体名） 
 
氏 名            

 
電 話 

 

年  月  日付け（ 第   号）で補助金交付決定を受けた見附市

水田農業支援事業について、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第１４条の規

定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．実績値 

項 目 
実績値（目標値） 

現状値 1年目 2年目 3年目 

必
須 

作付面積の拡大（a） （  ） （  ） （  ） （  ）

収益※の向上（円） （  ） （  ） （  ） （  ）

 
 
 

任
意 

収量の増加（kg/10a） （  ） （  ） （  ） （  ）

農作業時間の縮減 

（時間/10a） 
（  ） （  ） （  ） （  ）

その他経営 

改善目標 

 （  ） （  ） （  ） （  ）

 （  ） （  ） （  ） （  ）

※ 収益＝収入総額－費用総額＋人件費 
 

２．添付書類 

（1）達成状況が確認できる書類 

（2）その他市長が必要と認めるもの 
 

３．同意 

□ 達成状況報告書の添付書類として、最新の水稲生産実施計画書の情報開示に同意します。 

※ 上記内容を確認・同意の上、□にチェックを入れること。 



様式第９号（第１５条関係） 

 

第       号 

年   月   日 

 

         様 

 

見附市長            

 

 

見附市水田農業支援事業補助金返還命令書 

 

年  月  日付けで補助金交付額確定通知をした見附市水田農業支援

事業補助金について、見附市水田農業支援事業補助金交付要綱第１５条の規定によ

り、下記のとおり補助金の返還を命じますので、期限までに必ず返納してくださ

い。 

 

記 

 

 

交付決定年月日 年   月   日 

交 付 決 定 番 号 第     号 

交 付 年 月 日 年   月   日 

既 交 付 額                円 

返 還 命 令 額                円 

返 還 期 限 年   月   日 まで 

返 還 方 法  

返 還 命 令 理 由  


